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組 織 内 キ ャ リ ア ・マ ネ ジ メ ン トと

キ ャ リ ア ・カ ウ ン セ リ ング

自律的キャリア形成の時代における意義 と課題

坂 本 理 郎

要 旨

バブル崩壊や リーマンショックなど、1990年 代以降に生 じた経済危機は、ダウンサイ

ジングやフラット化 といった組織変革を企業に促 した。その結果、これまでの長期雇用

を重視 した組織主体のキャリア ・マネジメン トから、エ ンプロイヤビリティを重視 した

個人の自律的なキャリア形成 を前提 としたキャリア ・マネジメン トへ と移行 しつつある。

そこで本稿では、 まず企業などの組織内で実践 されているキャリア ・マネジメントの

定義を確認 し、その目的お よび効果を整理したうえで、上述のような昨今のキャリア ・

マネジメントの トレン ドを捉えてみた。

さらに、組織におけるキャリア ・マネジメントの機能を理論的に明らかにし、その実

践的方策においてキャリア ・カウンセラーに期待 される役割について論 じた。

そ して最後に、非正規従業員のキャリア・マネジメントや中小企業 におけるキャリア・

マネジメントについて、組織内キャリア ・マネジメン トの今 日的課題 として取 り上げた。

キ ーワー ド:キ ャリア ・マ ネジ メ ン ト、 キ ャリア ・カウ ンセ リング、

セ ラー、 自律 的キ ャリア形 成

キ ャリア ・カウ ン

1.組 織 内 キ ャ リア ・マネ ジ メ ン トとは

1)組 織 にお けるキ ャリア ・マネ ジメン トの定義

"C
areerDevelopment"は 、 「キ ャ リア発 達 」あ るい は 「キ ャリア開発 」 と訳 され る。

渡辺(2007)に よれ ば、「キ ャ リア発達 」 は、心 理学 的視 点か ら個 人が キ ャ リァ を発 達

一83一



大手前大学論集 第13号(2012)

させ てい くメ カニズム に焦 点 を当て るの に対 して、 「キ ャリア開発 」 は、キ ャ リア発達

を個人 と組織 の両方 に とって意 義あ る ものにす るための方法 であ るとい う。 また、生 涯

にわ たる個 人の キャ リア行動 を取扱 うのが 「キ ャ リア発 達」 であ り、そ のキ ャリア行動

を促 進す るための実践 的方策 を さすのが 「キ ャリア開発 」で ある ともい う。

つ ま り、"CareerDevelopment"と い う言葉 には、個人 が主体 とな って キ ャリアを形

成 して い く行 動 を見 る立場 と、 カウ ンセ ラーや組織が 主体 となって個人 のキ ャリア行動

を促 進す るため に行 う様 々 な働 きかけ を見 る立場の両 方 を含 む と考 え られる。

一方、人 的資源管理論 の立場 か ら"CareerDevelopment"を 論 じたGutteridge(1986)

は 、"CareerDevelopment"を 、"CareerPlanning(キ ャ リア ・プ ランニ ング)"と"Career

Management(キ ャ リア ・マネ ジメ ン ト)"に 分 けている。Gutteridgeは 、 キ ャリア ・プ

ランニ ングの プロセス として、 「職業 選択」、 「組織 選択」、「職務 の選択 」、 「キ ャリア 自

己開発」 をあげ、 その主体 は個 人であ る と考 えている。一方、 キ ャリア ・マネ ジメ ン ト

の プロセス と して は、「募 集 と選考」、 「人的資源 の配置」、「査 定 と評価 」、「訓練 と開発」

をあ げてお り、そ の主体 は組織 であ る と考 えて いる。

同様 にLeibowitz&Schlossberg(1981)も 、 キャ リア ・プラ ンニ ングは相 対的 に個 人

が主体 であ り、 キ ャリア ・マ ネジメ ン トは相 対的 に組 織が主体 であ る と考 えてい る(図

表1)。

以 上 のこ とか ら、個人 のキ ャリア行動 を促進す るため に、企業 な どの組織 が主体 となっ

て、マ ネジメ ン トの一環 と して行 う一連 の実践的 な働 きか けを 「キ ャ リア ・マ ネジメ ン

ト」で ある と、本稿 では定義す る。
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2)組 織におけるキャリア ・マネジメン トの目的:個 人と組織のニーズの調和

Schein(1978)は 、「キャリア開発の視点の本質は、時の経過 に伴 う個人と組織の相

互作用に焦点があること」(邦 訳p.2)と している。 ここでは、従業員個人に仕事 を

してもらいたい組織の要求を、組織の側が一方的に満足させるのではなく、個人の要求

も同時に実現で きるように結合 してい く 「調和過程」があると考えられている。また、

その相互作用はダイナ ミックであ り、双方の要求の変化を反映する。すなわち、一方に

は組織のニーズがあ り、もう一方 には個人のニーズがあ り、そしてこの両者の問には、

これら二つのニーズを調和するため、主に組織によって着手されマネジメン トされる過

程がある。

この調和過程には、一般的には企業などの組織が、従業員のキャリア行動を促進する

ために行う一連の具体的な活動(選 抜、配置、昇進 ・昇格、教育訓練など)が 含 まれる。

すなわち、キャリア・マネジメントの目的は、組織の利得(生 産性の上昇、創造性など)

も個人の利得(職 務満足、保障、個人的発達、仕事 と家庭の最適な統合など)も 実現 さ

れるように、両者のニーズを調和することにあると言える。

ところでScheinは 、この調和過程の中にキャリア・カウンセリングを含めている。キャ

リア ・カウンセ リングは、個人にとっては、自分の長所 ・短所 を知 り、組織内外の可能

なキャリア ・パスやその実現に必要な情報を得て、キャリアの計画をつくる機会 となる

と、Scheinは 言 う。一方、組織 にとっては、本人自身も気づいていない可能性がある個

人の能力やキャリア志向性 といった情報(い わゆる人事情報)を 顕在化 させることがで

きると考え られている。

3)組 織におけるキャリア ・マネジメン トの効果

前述のとお り、キャリア ・マネジメントは組織が個人のキャリア行動 を促進するため

に働 きかける一連の方策である。 したがって、キャリア ・マネジメントの効果は、一義

的には、個人のキャリア行動の結果に現れるということになる。そのキャリア行動の結

果は、個人のキャリアにおける昇進や昇格 といった客観的な側面だけではなく、職務満

足や組織 コミットメン ト、さらには職業的な自己概念の発達 といった主観的な側面 もそ

の対象に入ってくる。

なお、後で述べるように、組織に依存 しない自律的なキャリア形成を望む個人が増す
ユ

につれて、キャリア行動の結果の主観的な側面が ますます重要 になってきている。 この

自律的なキャリア形成は、過去 ・現在 ・未来における自分の仕事に対する意味づけを促

すので、長期的かつ内発的なレベルで人を動機づける。さらに、組織に依存せずに自律

的に意思決定を重ねることは、個人の変化 に対する適応力を高めるだけでなく、結果的

1キ ャリア行動の結果のうち客観的な側面を外的キャリア、主観的な側面を内的キャリアとScheinは

呼ぶ。
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にそのような個人の集合体である組織全体の環境適応力も高めることになると考えられ

る。

2.キ ャリア ・マネジメン トの トレン ド 相互依存型か ら自律支援型へ

個人と組織 のニーズの調和のあ り方(心 理的契約)は 、それぞれのニーズを反映 し、

常 にダイナミックに変化する。それは、1990年 代以降の日本企業 を見ても明らかである。

日本企業はそれまで、いわゆる終身雇用、年功賃金 を前提 とした企業主導によるキャ

リア ・マネジメ ントを行 ってきた。この背景 には、働 く個人は一様 に雇用の保証と一定

水準までの昇進によって動機づけられ、その引き換えに企業の方針 に沿った配置や異動、

能力開発を受け入れるという相互依存的なマネジメントのあ り方があったと考えられる。

そのため、個人の特性やキャリア志向性を考慮 した個別管理ではな く、組織 目標の達成

を第一義 とした企業主導による一律的なキャリア ・マネジメントであったと言える。

しか し、バブル崩壊やリーマンショックなど、1990年 代以降に生 じた経済危機は、 ダ

ウンサイジングやフラッ ト化 といった組織変革を企業に促 し、その結果、これまでの長

期雇用を前提 としたキャリア ・マネジメントは機能不全に陥った。従来型のキャリア ・

マネジメントでは、企業と従業員の過剰な相互依存を招 く場合 もあ り、環境の変化に十

分 に対応することができなかったため と考えられる。

一方で働 く個人はこれまで、雇用の保証や一定水準 までの昇進 と引 き換えに、企業主

導のキャリア形成を受け入れてきた。 しかし、先ほど述べたように、必ずしも長期雇用
2

が保証 されない状況 におい ては、個人 はエ ンプロイヤ ビリテ ィを開発す る機会 を求 める

ようにな りつつ ある。

シリコ ンバ レーに代 表 される ように、 この ような動 きが 日本 よ りも顕著 であ った米 国

で は、 「バ ウ ンダ リー レス ・キ ャ リア(boundarylesscareer)」(Arthur&Rousseau,

1996)と い った考 え方 も出現 してい る。一 つの組織 の中だ けでキ ャリアが展 開 される従

来の 「組織 キ ャ リア(organizationalcareer)」 に対比 して、バ ウンダ リー レス ・キャ リ

ァ は、一 つの企業や職務 といった境界(バ ウンダ リー)に 閉ざ され た範 囲 を越 えてキ ャ

リアが構築 され る もの と考 え られ る。そ こで は、市場 原理 に基づ いて組織 と個人が雇用

関係 を結 び、一方が希 望す ればいつで も関係 を解消 する こ とが で きる とい う関係が成 立

してい る。 これ は、伝 統的 な長期 雇用 関係 に基づ いた組織 中心 のキ ャ リアか ら、新 しい

市場 主義 的な個人 中心 の キャ リアへの移行 だ とい うことがで きる。

2雇 用されうる能力。労働移動を可能にする能力(広 義のエンプロイヤビリティ)と 当該企業の中で

発揮され、継続的に雇用されることを可能にする能力(狭 義のエンプロイヤビリティ)の 両方を含

むとされている(日 本経団連,1999)。
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また、バ ウ ンダ リー レス ・キ ャリアを歩む個人 は、異 なる企 業や業種 の境界 を横 断 し

なが ら、新 た なスキルや経験 、 ノウハ ウ を獲 得 し、 自律的 に成 長 を重 ねてい く。 いわゆ
ヨ

る派遣社 員や契約社 員 といった 「コ ンテ ィンジェ ン ト ・ワーカー(contingentworker)」

の 増加 も、バ ウ ンダリー レス ・キ ャ リア を加速す る一因 となって いる。

従来 の 日本企業 におい ては、人材 は囲い込み ので きる 「固定資産」 であ り、人件 費 も

固定 費的性 格が 強い もの であった。 しか しなが ら、低 迷す る国内景気 や激化す る国際競

争 といった環境 の中で、 日本 企業 は人材 を 「流動 資産」 と捉 え るようにな り、本 当に必

要 なコア人材の獲得 に注力 しつつあ る。 この よ うな状況下 におい ては、企業 に対 してす

ぐれ た貢献 を提供 で きる人材 は、 自己の意思 に基 づいて労働市場 を自由に移動す る よう

になる と考 え られてい る(高 橋,2000)。

同 じく 「ニ ューキ ャリア」 と言 われる新 しい考 え方 と して、ボス トン大学 ビジネス ・

ス クールのHal1は 「プロテ ィア ン・キャ リア」とい う概念 を提 示 してい る。 プロテ ィア ン・

キ ャ リア とは、予言 と変 身の能力 を持つ ギ リシャ神 話の プロテ ウス にちなんで、変幻 自

在 なキ ャリアを表 してい る。移 り変 わる環境 に対 して、 自 らの欲求 に応 じて方 向転換 し、

個 人 の 「心 理 的成 功(psychologicalsuccess)」 を 目指 す とい う考 え方 であ る(Hall,

2002)O

Hallの この ような考 え方 は、その 時代 と ともに変化 して現れ てい るこ とが彼の著作 の

タイ トル を見 る と分 か る。

・1976"Careerinorganization"

・1996"Careerisdead"

・2002"Careerinandoutoforganization"

こ の ように、組織 内キ ャリアが主流だ った時代か ら、その よ うなキ ャリア形 成が 「死」

を迎 え、「出た り入 った り」す るキ ャリアへ の時代 に移 行 した と見 る ことが で きる。

さて、特 定の組織 内 を前提 とした伝統 的 なキャ リア観で は地位や給料 とい ったキ ャリ

アの客観 的側面(外 的 キ ャリア)で の成功 が重視 されが ちであ ったが 、Hal1が 「心 理的

成功」 と言 うよ うに、 プロテ ィア ン ・キ ャリアの ような組織 内 を前提 としない新 しい 自

律 的 なキ ャリア観 が広が るにつれて、職 業的 な 自己概 念や働 く意味 といった主観 的側面

(内 的 キ ャリア)の 重 要性が 高 まってい く。そ して、 内的キ ャ リアに働 きかけ る手段 と

してのキ ャリア・カウ ンセ リ ングのニー ズは、この ような潮流 の中で ます ます重要 にな っ

て い くもの と考 え られ る。

また、 これ までの 日本企業 は企業 内での労働力 の移動が 中心 的 だったが、企業外 で人

材が移動 す る労働市 場が、徐 々 にで はあ るが発達 して きてい る。そ れに合わせ て、人材

3日 本ではこのような就業形態の人々は、「非正規従業員」と呼ばれる。
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紹介会社や再就職支援会社など労働移動を支援するサービスを提供する企業も増加 して

いる。その結果、複数の企業の境界を越えたキャリア ・パスを構築することが以前 より

も容易になって きている。

このような状況を背景として、新たに日本企業が取 り入れていったキャリア ・マネジ

メン トの原則は、組織が個人に絶対的な雇用の保証を行うことよりも、エンプロイヤビ

リティを高める機会の提供を重視するという考え方である。企業 は、従業員の雇用の確

保 を重視 しつつ も、従来のように個人のキャリア形成 を主導する立場から、個人のキャ

リア形成を支援する立場へ と変化 し、働 く個人には自律的なキャリア形成が求め られる
4

ようになった。

従業員のキャリア形成は、個人の主体的な選択により行われるが、企業はそのための
ら

積極的な支援 を行うことを重視す る。それに伴い、た とえば社内公募制や社 内FA制 度、
6

自己申告制度のように、これまでは企業主導で行われてきた昇進 ・昇格や、異動 ・配置

なども個人が選択できる機会が増 えつつある。また、能力開発においても、これまでは

企業主導で一律的に行われることが多かったが、 自律的キャリア形成の考え方が進むに

つれて、たとえば自己選択型研修のように、その内容を自主的に選択できるようにする

傾向が強くなっている。

そ して、このような従業員個人の主体的な選択を後押 しするものとして、キャリア ・

カウンセリングの導入が進んでい くと考えられる。なぜなら、後で述べるように、キャ

リア ・カウンセリングはキャリア ・カウンセラーとの対話によるセ ッションを通 して、

従業員個人の経験を振 り返 り、自己や環境 を分析 し、自身のキャリアの方向性を自分で

見出すことを支援す るか らであ り、これによって個人の主体的選択の妥当性を高めるこ

とができるか らである。

以上みてきた ように、 日本企業におけるキャリア ・マネジメントは、大 きな トレンド

としては、相互依存型から自律支援型に変化 しつつあると言える。ただし、企業などの

経営組織はそれぞれがおかれている市場環境や事業システムに応 じた組織や人材のマネ

ジメン トを行う必要があ り、全ての企業が全 く同じ程度やス ピー ドで自律的キャリアの

支援に向かっていくべ きであると断 じることはできない。個々の組織が、それぞれの経

営環境を背景にして、その戦略や組織構造などとの適合性を十分 に考慮 して、具体的な

4

5

6

このような考え方は、日本経団連(1999)で は、「変化対応型」と呼ばれ、「従来型」や 「雇用流動

型」と区別されている。

両制度の違いは、以下のように整理できる。社内公募制では人材を必要とする部署が、担当する仕

事の内容を明示し、その仕事に従事 したい従業員が応募する。社内FA制 度では、従業員自身が自

分の能力やできる仕事の情報を発信し、その従業員に興味を持った部署が名乗 りをあげる。

異動などの希望を従業員自身が上司に対 して申告する制度のこと。

..
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キ ャ リア ・マ ネジメ ン トを実 施 して い く必要が ある。

3.組 織 内 キ ャ リア ・マネ ジ メ ン トとキ ャ リア ・カ ウ ンセ リング

1)キ ャリアの 自己概念の確立プロセスとキャリア ・マネジメン ト

Super(1963)は 、キャリア発達を、 自己概念の形成、職業的用語への翻訳、そして

実現の過程であると仮定 してその理論を構築 した。そ して、金井(2002)や 平野(1999)

によれば、キャリアの 自己概念の確立は、「分化」と 「統合」のプロセスであると考え

られる。すなわち、キャリアの自己概念の確立は、今まで様々に経験(分 化)し てきた

キャリアか ら自分な りに何 らかのパ ター ンを見つけだ し、共通するテーマに意味づけ、

統合することにより生 じる。

統合 とは、それまで歩んできた幾重にも分化 したキャリアを回顧的にふ り返 り、そこ

に肯定的な価値を見いだし、その上で将来を展望することによって可能になる。

もう少 し別な表現をす ると、キャリアの 自己概念の確立 とは、「さまざまなことを試

みる」、「人間関係が変わる」 といったことを色 々と経験 し(分 化)、 それか ら何 らかの

枠組みを通 じて過去の経験の意味を見出し、「いま起 きているできごと」 と 「過去ので

きごと」をつなげ、 さらに未来へ と続 く、説得力のある 「物語」を考え、自分が納得で

きるような言葉で表現する(統 合)こ とであるとも言える。

このように、人は目標に挑戦 し、多様な職務経験や人間関係か らの学習(分 化)と 、

その結果を回顧的に意味づけること(統 合)を 繰 り返しなが ら、その人の才能と長期的

貢献範囲を明らかにしつつ、学習を積み、 自らのキャリアに関する自己概念を徐々に確
7

立していく。

そ して、統合のプロセスは 「回顧」 と 「展望」からなる。平野(1999)は そのプロセ

スをモデル化 してお り、それを参考にして整理 してみよう(図 表2)。

まず回顧 とは、過去の自分 自身のキャリアの流れの中に潜む一定のパ ターンを読み取

り、秩序立てた意味を形成することである。この意味形成は、自分自身の自己概念の探

索である。回顧はキャリアの分化に応 じて起こり、生 じた分化が大 きければ大 きいほど

節 目での回顧は大 きくなる。

次に展望とは、回顧 に続けて生 じる、未来への見通 しや期待である。それは、回顧 に

よって意味形成 された自己の物語の延長線上にあるといえる。回顧に基づ く現在の自己

のイメージが、展望 による将来の自己イメージを規定するので、単なる夢物語ではな く

7状 況 に柔軟に適応できるだけのレパートリーの豊かさ(分 化)と 同時に、それら全体を意味づける

何らかのまとまり(統 合)が できることによって、個人は高い適応力を手に入れるとも考えられる

(平野,1999)。
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図表2回 顧と展望からなる統合のプロセス

現実性を帯びる。

もう一つキャリアの展望がベース としているものは、組織が期待する役割との整合性

である。 自分がや りたいこと(wil1・want)を 目標 として掲げ、その目標を達成で きる

自信(can)を 持てることはキャリアの展望には必要である。 しか し、たとえ自律的キャ

リァ形成を考えた場合 においても、組織内キャリア形成においては、その個人が所属す

る組織の人事制度をはじめ とするさまざまな基準や規範、あるいは事業戦略、およびそ

れを遂行するための組織体制、遂行課程の中で行われ るさまざまな意思決定によって、

少なか らず影響を受ける。つまり組織が期待する役割(should・must)と 整合性を持

つことが現実的な展望には必要だ と考 えられる(福 武,2004)。 この ように、職場や組

織が求めるニーズ と整合性のあるキャリアの目標を持つことが、現実的な展望には必要

となる。

以上、キャリアの自己概念の確立プロセスについて整理すると図表3の ようになる。

このような、個人の自己概念の確立プロセス(=キ ャリア発達)に おいて、キャリア・

マネジメントに関する各種ツールは どのように有効性 を発揮するのだろうか。まず、ジ ョ
8

ブ ・ロー テー シ ョン(異 動)や 昇 進 ・昇格、複 線型 人事 制度、社 内公募制 、社 内FA制

度 などは、個人の経験 の分化 を促 進す る ように機能 す るだ ろ う。

一方、統 合 プロセスの うち過去 の キャ リアか ら意 味づ けを行 う回顧 について は、 キ ャ

リア・カウ ンセ リングが有効 であ るこ とは言 うまで もない。 また、 ライ ン・マネー ジ ャー

に よるキ ャリア ・カウ ンセ リングや キャ リア開発 ワー クシ ョップ は、 回顧 を促す だけで

な く、期待役 割 との整 合性 を持 った展望 を持 たせ る ことに も有効 で ある。

以 降では、 これ らのキ ャ リア ・マ ネジ メ ン トの ツー ルの うち、 キ ャリア・カ ウンセラー

が深 く関与 す るこ とが予想 される もの、す なわ ち、 キ ャリア開発 ワーク ショップ、 キ ャ

リア ・カウ ンセ リング、お よび ライ ン ・マネー ジャー によるキ ャリア ・カ ウンセ リング

8昇 進に限らない多元的なキャリア形成を実現するための制度で、一般的には、従来の管理職昇進を

目指す制度に加えて、専門能力を伸ばすことで評価される専門職制度を組み合わせられることが多

いQ
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図表3キ ャリアの自己概念の確立プロセス

につ いて述べ る。

2)キ ャ リア開発 ワー クシ ョップ
9

キャリア開発ワークショップとは、従業員のキャリア形成 を支援するために、組織が
10

主催 して実施されるワークシ ョップを主体 としたプログラムである。

かつてのように一律的な人材マネジメン トや予定調和的なキャリア ・マネジメントが

主流であった時代 には、 このようなプログラムは不要だったのか もしれない。 しか し、

今 日のように自律的キャリア形成を実現することが、個人にとっても組織にとっても重

要であるとい う場合 には、個人が自分 自身のキャリアを考える機会が必要である。キャ

リア開発 ワークショップは、そのような場 を提供するプログラムであるといえる。

個人の自律的な能力開発を促進するために、キャリア開発 ワークショップを受講した

後に、各種メニューか ら自分 に合った研修を自己選択するという制度を実施 している組

織の例 もある。

一般的には、入社年次や年齢階層別で発達課題を意識 した分類や、あるいは組織内の

役割変化 を意識 した職位に応 じた分類によって、数人か ら数十人の従業員をまとめ、社

9キ ャ リア ・デザ イ ン ・ワー ク シ ョ ップ、 キ ャ リ ア開発 研 修 な ど、企 業 に よっ て様 々 な 呼 び方 が あ る。

10労 働 組 合 が主 催 者 で あ る場 合 もあ る。
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内外の研修所 などに集めて実施 される。参加者は、人事部など組織側による指名の場合

が多いが、個人の希望者を集めて実施される場合 もある。所要時間は、数時間程度のも

のか ら数 日間にわたるものまで様 々である。

その企画および運営 は、全て自社内で行 う場合 もあれば、一部あるいは全てを外部の

専門事業者に委託する場合 もある。いずれの場合 も、キャリア ・カウンセラーがその任

を得る機会は多いだろう。

一般的なキャリア開発 ワークショップは、次のようなプロセスで設計 されている。

① 自己分析

自己の能力の棚卸や行動特性や性格の分析 により、自己の強みを明確化 し、自己の欲

求や価値観の分析によってモチベーションの源泉を認識させる。

② 環境認識(現 状分析)

組織や職務を遂行するうえで重要な組織内外のステークホルダー(利 害関係者:た と

えば上司や同僚、部下や後輩はもちろん、顧客や取引先、地域 コミュニティなどを含む)

から与えられているニーズや期待役割の棚卸を行 う。このニーズや期待役割は変化する

ものであるから、現時点での分析 と同時に、今後のビジネス環境の変化を踏まえた上で、

それ らが どのように変化 してい くのか も同時に考える。

③ キャリア ・ビジョンの設定

以上の結果を基にして、キャリア形成のプロセスにおいて自分が将来 どのようになっ

ていたいのかを具現化 したものが、「キャリア ・ビジョン」である。組織 内で実施され
11

るワークショップの場合は、所属する組織での将来の自分像 ということになる。

今後のキャリア形成の結果、どのようになっていたいのかを、外的キャリアのみなら

ず内的キャリアの側面からもイメージし、それを魅力的な将来像 として形にする。その

表現の方法は、文章である場合 もあれば、図や絵や写真を用いる場合 もある。もちろん、

キャリア ・ビジョンは仕事に対する価値観の変化や環境変化の影響によって変化するも

のだが、今の時点で魅力的なものを設定す る。

④ キャリア ・プランニング

キャリア ・ビジョンに到達するために必要なステップを、数年後に実現可能性の高い

中間 目標(マ イルス トーン)と して細か く設定する。中間 目標はより現実的な到達点と

して細部 まで明確にし、そこに到達するまでの課題を洗い出し、その克服方法の検討 も

行 う。同時に、現在の職務を将来のキャリア ・ビジョンやキャリア ・プランの中であら

11た とえば定年後のライフ ・キャリアを考えるプログラムの場合のように、所属組織外でのビジョン

を考える場合もあり得る。
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ためて見つめ直 し、その意味づけを再構築する。

さらに、キャリア ・カウンセラーや ラインのマネージャーが、集合型 ワークショップ

ではサポー トで きない個別状況を把握 し、よりきめの細かいフォローを行うためのカウ

ンセリングを実施する場合 もある。

キャリア開発ワークショップを実施す ることによって、従業員一人ひとりが、 自己お

よび現状に対する理解 をふまえたうえで、今後のキャリアの方向性を確認し、能力開発

の要件を明確化することができる。それだけではな く、将来キャリアと現在の職務の意

味づけを行うことによって、日々の仕事 に対するモチベーションを高めることも期待で

きる。 また、キャリア開発ワークショップを、人間 ドックのように定期的、継続的に実

施することによって、キャリア形成の軌跡 をより明確 に意識 させることができる。

一方で、組織にとっては、個人が どのような能力や価値観 を持ち、 どのような方向で

のキャリア形成を希望 しているのかを、間接 的あるいは直接的に認識することが可能と
12

なる。 また、個人に対 して、それぞれがおかれている現状を認識させ、その期待や役割

を明確化 させる効果 も望める。

3)キ ャリア ・カウンセ リング

① 組織内でのキャリア ・カウンセ リングの機能

Schein(1978)に よれば、組織で行われるキャリア ・カウンセリングはそこで働 く従

業員にとって以下の3つ の機能を持つ という。

① 個人的な計画を作る機会を提供す ることによって、 自分 自身のキャリアの管理に

対 してより一層事前能動的になるよう援助する。

② 自分自身の長所や短所 といった、開発が必要な点についての情報 を提供する。

③ 組織内外のキャリア選択 についての情報や、可能なキャリア ・パスについての情

報、さらには将来望むような地位 につ く資格 を得るために自己開発 として何 をし

なければならないのかについての情報を提供する。

言いかえれば、キャリア ・カウンセリングには、従業員が 自分自身に対する理解 を深

め、肯定的な自己概念を構築 し、新たな挑戦課題を選択 し、能動的に行動するように働

きかけるという機能がある。キャリア・カウンセリングは、組織で働 く個人が自己のキャ

リアのニーズを理解 し、将来展望を持ち、能動的に意思決定や能力開発 を進めてい くこ

とを促進する。 したがって個人は、キャリア ・カウ ンセリングを受けることによって、

組織に誘導された受動的かつ予定調和的キャリア形成か ら脱却 し、自らの動機や価値観

を基礎 とし、所属する組織のビジョンや戦略に折 り合いをつけなが ら、 自律的にキャリ

12た だし、ワークショップで得られた個人の結果を、どのようにして、どの程度まで組織に伝達する

のかは、個人情報の保護の観点から、慎重に考えるべ きである。
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アを歩むことが可能 となる。

つまり自律的なキャリア形成は、長期的かつ内発的なレベルで人を動機づける。金井

(2002)の キャリアの定義にあるとお り、キャリアという言葉の中に、「一見すると連続

性が低い経験 と経験の問の意味づけや統合」(p.141)が 含 まれるのならば、しんどい仕

事や苦い経験で も 「よいガマ ン」(p.210)が できる元気の源 を、キャリア ・カウンセリ

ングが与えることになるだろう。そ して、組織に依存せずに自律的に意思決定を重ねる

ことは、個人の変化適応力を高めるだけでな く、結果的には組織全体の環境適応力 も高

めることになる。

さて、Scheinの 論点は、組織内で行われるキャリア ・カウンセリングが結果的に個人

のキャリア形成を促進するという機能についてであったが、組織の人事マネジメントに

とってはどのような機能があるだろうか。

人事マネジメントに必要な情報を、個人も組織 も全て十分に把握 しているとは限らな

い。このような人事情報の不足によって、人材の最適配置や個人のキャリア形成が阻害

される事態が起こり得 る。たとえば、本社 に個人のキャリアに関する情報が不足 してい

るために、本人の能力や希望 と適合 しない人事異動が行われた り、全社的に有用な人材

を一部の部署や上司によって囲い込まれた りするという事態が考えられる。また、個人

に組織情報が不足 しているために、非現実的な異動の希望やキャリアのプランを個人が

持 ってしまうとい う事態もあるだろう。 これらの事態は、個人にとっても組織にとって

も不幸なことである。

キャリア ・カウンセリングは、対話によるセ ッションを通 じて、個人の中に内在化 さ

れている情報(時 には本人自身も気づいていない個々の潜在能力やキャリアのニーズな

ど)を 明確化する機能を有 していると考えられる。その情報を、本人が何 らかのかたち

(たとえば面談結果やキャリア ・プランを記入するシー トなど)で 上司や人事部門に伝

達することによって、個人に関する人事情報の不足は解消するだろう。

このように、キャリア ・カウンセ リングを利用することで、個人情報が分か らないま

まに能力開発や人材配置を行 うことによって生 じるロス(生 産性の低下、成長阻害、離

職など)を 、未然 に防 ぐことが可能 となる。FA制 度や社内公募制な ども、このような

情報の顕在化によってはじめて有効に機能することになるだろう。

② 組織内でのキャリア ・カウンセ リングの担い手

以上のような機能を実現するために、組織内でのキャリア ・カウンセリングを誰が行

うことができるのかを考えてみる。具体的には、 ライ ン・マネージャーなどの内部者か、

外部の専門スタッフのどちらが有効かという問題になる。

Schein(1978)は 、「内部者 は組織内で利用できるキャリア選択についてより適切な

情報をもつ可能性が高 く、外部者はカウンセリングを求めている個人のより徹底的な評
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価 を行ない、より客観的なフィー ドバ ックを与えることができる」(邦 訳,p.248)と し

ている。また、「ラインの上司は、助言を受ける人物の特有の長所 と短所を既知のキャ

リア選択 と比較 して評価するには最 も好 ましい立場 にいるだろうが、効果的なカウンセ

リング ・セ ッションをとりしきる訓練は最も受けていないかもれ しれない(ま た、部下

とこうしたセッシ ョンに入るのは気詰 まりだと思 うか もしれない)。 専門のスタフ(組

織の内部か外部)は 、訓練によって優秀 なカウンセラーになるだろうが、助言を受ける

人物については完全 な情報は持たないかもしれない」(邦 訳,p.248、 括弧内は原文のま

ま)と もしている。

以上 をまとめれば、ライン ・マネージャーなどの内部者 とキャリア ・カウンセリング

の外部専門家のどちらであって も、一長一短があるとい うことになる。

しかしなが ら、 自律的キャリア形成が重視されて くると、個人がキャリア ・プランニ

ングを現実に即 して効果的に行うためには、専門のキャリア ・カウンセラーだけでは限

界があ り、ライン ・マネージャーによる支援の重要性 は増 して くるだろう。ラインのマ

ネージャーは、個人(部 下)を 取 り囲む文脈(企 業の歴史、使命、ビジョン、 目標、戦

略、手続 き方法など)を 良 く理解 しているという点で、外部(あ るいは内部の)専 門家

よりも有利であると考えることがで きる。また、部下の 日常の仕事ぶ りやその個性 を良

く把握 しやすい立場 にいる。

そこで次に、ライン ・マネージャーによるキャリア ・カウンセリングについて見てみ

よう。

③ ライン ・マネージャーによるキャリア ・カウンセ リング

ライン ・マネージャーによるキャリア ・カウンセリングは、従来の目標管理面談に代

表されるような業績 に関する面談 とは異な り、部下のキャリア形成を支援することを目

的 とする(図 表4)。 ライン ・マネージャーは、部下のキャリア ・プランの構築とその

実現を支援するために、現在の仕事を発展 させる方法を探った り、キャリア形成に資す

る仕事の機会を検討 した り、必要な情報を提供 した り、その獲得方法のア ドバイスを行っ

た りする。

具体的には、ライン ・マネージャーは、部下の強みや価値観 を探 り、組織のニーズと

より適合するための方法を話 し合う。 また、部下の現在の仕事がどのように将来の仕事

に結びつ くかをフィー ドバ ックすると同時に、組織の変化 とそのニーズ、関連する諸制

度の情報やア ドバイスを提供する。さらに、部下が自身で現実的なキャリア ・プランを

構築できるようにア ドバイスし、その実現 を支援する。
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業績面談 キャリア ・カウンセリング

目的 今期の業績評価と次期の目標設

定

過去や現在の仕事を将来の成長機会

に結びつける

上司の役割 評価をすること 支援をすること

両者の関係 報告しあう関係 協力しあう関係

主体性 上司からの働きかけが主 部下の自律的行動が主

頻度 毎年 毎年かつ必要に応じて

図表4ラ イン ・マネージャーによる業績面談とキャリア ・カウンセ リングの違い

ライン ・マネージャーによるキャリア ・カウンセリングの進め方は、一般的には以下

のようなものである。

キャリア ・カウンセリングを実施する前 に、ライン ・マネージャーは自分の部署のメ

ンバーに、キャリア ・カウンセリングを実施する主旨や方法を説明 し、部下の同意を得

ることが必要である。

上司 と部下とい う普段の垂直的な関係性 に対する意識を少 しでも軽減するため、キャ

リア ・カウンセ リングを実施する時間帯は業務時間外 に設定 し、実施する場所もできれ

ば職場から少 し離れた会議室などの方が良い。また、その時間帯 には電話 も取 り次がな

いようにしてお く方が望ましい。

キャリア ・カウンセリングに先立ち、部下に自分 自身のこれまでのキャリアの振 り返

りや強みの分析、今後の希望などを整理 したシー トを作成させておけば、 さらに効果的

である。特にライン ・マネージャーが話 し合いたい項 目や考えておいて欲 しい質問など

があれば事前に伝えてお くべ きであろう。

カウンセリングの開始時には、まずキャリア ・カウンセ リングの主旨や目標、ここか

ら得 られる成果について述べ る。そ して、傾聴 スキルを用いて部下の話を聴 きなが ら、

必要に応 じて、現在の部下の仕事に対する評価 や周囲の評判などを支援的にフィー ド

バ ックする。

カウ ンセリングの終盤 には目標達成、計画実行のために必要なア ドバイスを与える。

最後に、両者がキャリア ・カウンセリングか ら期待 していた効果が得 られたか どうかを

確認 し合う。また、必要だと考えられる場合は、フォローアップの日時とその内容 を部

下 と相談して決める。

キャリア ・カウンセリングを進めるうえで、ライン ・マネージャーは部下 との関わ り

方 を、 カウ ンセ リングのプロセス に応 じて変化 させ ることが重要である。た とえば、

Leibowitz&Schlossberg(1981)で は、部下のキャリア ・プランニングを促進するため
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の上司 の役 割 として、以下 の9つ の役割 をあ げてい るが、 これ らの役割 は部下 のキ ャリ

ア ・プラ ンニ ングが進 むプロセス(ス テー ジ1か らステ ージ3)に 応 じて変化す るべ き

で ある と考 え られてい る(図 表5)。

【キャリア ・プランニングを促進するマネージャーの9つ の役割(筆 者訳)】

① コミュニケーター

マネージャーと部下問の相互交換関係を促進する。

② カウンセラー

部下がゴールを設定 し、それを達成するためのステップを確認するのを支援する

(たとえ、そのゴールやステップが現在属す る組織 に関連しないものであったと

しても)。

③ 評価者

部下のパ フォーマ ンスを評価 してフィー ドバ ックを与え、現在の仕事に特有の

ゴールや 目標 をうまくこなす ようになるのを支援する。

④ コーチ

部下が自分の仕事をより効果的にできるようにするために、指示 を与え、スキル

の トレーニングを行 う。

⑤ メンター

部下のキャリア形成を促進するのに有益な組織内外の活動をアレンジしたり、そ

のような人物 を紹介 した りする。 また、 自分 自身がキャリア形成に有効な行動を

することによって、部下のロール ・モデルとなる。

⑥ ア ドバイザー

キャリア形成の機会についての情報を組織内外 に関わらず提供する。

⑦ ブローカー

部下の成長に有益な機会を提供す る。

⑧ 委託者(リ ファーする人)

部下が特定の問題を解決するのに必要な資源を確認 し、リファーする。

⑨ 弁護人

部下の代理人として、仲裁を行 う。
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ステ ージ1 ステージ2 ステージ3

部下の責任 探索 自己理解 行動

マネージャーの責任 傾聴 確認
戦略の選択

支援 明確化

マネージャー に求め コミュニケーター コミュニケー ター コミュニケーター

られる役割 カウンセラー 評価者 カウンセラー

評価者

コー チ

メン ター

アドバイザー

ブ ロー カ ー

委託者

弁護人

図 表5キ ャ リア ・プ ラ ン ニ ン グ ・プ ロ セ ス と マ ネ ー ジ ャ ー の 役 割(Leibowitz&Schlossberg,

1981,筆 者 訳)

ラインのマネージャーは、必ずしもカウンセラーやメンターといった部下の自律的な

キャリア形成を支援する役割を果たすスキルが十分にない場合が多いだろう。キャリア・

カウンセラーには、そのようなマネージャーに対 して、キャリア形成に関する理論やキャ

リア ・カウンセ リングのスキルを身につける支援や訓練をすることが期待 される。また、

部下の支援に関する相談やスーパーバイズを請け負 うことも望 まれる。

4.組 織内キ ャリア ・マネジメン トの今 日的課題

最後に、組織におけるキャリア ・マネジメン トをめ ぐる最近の問題を整理しておきた

い。ここまで見てきたようなキャリア ・マネジメントの考え方や活動が、実際に全ての

企業の従業員に対 して推進されているとは言い難い面がある。たとえば、現実には日本

の産業社会の大部分 を占める中小 ・零細企業において、満足のい くキャリア ・マネジメ

ン トの施策を実行す るのに必要な財務的または人的な資源 を有する中小 ・零細企業は、

大企業に比べればとても少ない。

また、先に述べた通 り、「バウンダリー レス ・キャリア」の台頭や企業外労働市場の

発達は、非正規従業員と言われるコンティンジェント・ワーカーの増大 も大きな要因と

なっている。その ような働 き方をする人々まで含めたキャリア ・マネジメントを実行 し
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ている企業は、そう多 くはない。その結果、キャリア ・マネジメン トは大企業の正規従

業員(し かもコア社員と言われる幹部候補、現実 としてその多 くは男性)の みを対象 と

した非常に視野の狭いものであると考えられてしまう恐れがある。

しかし、キャリアとは全ての働 く人にあるものであ り、 したがってキャリア ・マネジ

メントも全ての組織 において全ての従業員に対 して実行されるのが本来の姿であると言

えるだろう。この理想 と現実のギャップをどう埋めてい くのか。これは今後のキャリア・

カウンセリングの発展 とも関係する重要な問題である。

その一方で、地域の中小企業が連携 して若手人材の育成を行 うプログラムを実行する

地場産業や、アルバイ トやパー ト社員などか ら正規社員の登用 を行う企業なども現れて

きている。 このような動 きにキャリア ・カウンセラーが積極 的に関わることによって、

組織内での自律支援型キャリア ・マネジメン トやキャリア ・カウンセリングの広が りを

促進させてい くことがで きるのではないだろうか。
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